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福島県

第１回 アドバイザー・都道府県等担当者合同会議「事前課題」シート

みんなでつくる
こころの地域包括ケアシステム

福島県では・・・
●自立支援協議会のワーキンググループである『精神障がい者地域移行・地域定着

検討会』及び圏域毎の検討の場を中心に、「みんなで進める地域移行」をテーマと
して関係機関のネットワークづくりを実施してきました。

●アウトリーチ推進事業等を通じてネットワークのさらなる強化を図り、「みんなでつ
くるこころの地域包括ケアシステム」の構築を目指します。
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福島県

１ 県又は政令市の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）

福島県

取組内容

・精神障がい者地域移行・地域定着推進事業

・精神障がい者ピアサポーター活動支援事業

・精神科訪問看護人材育成支援事業

・精神障がい者の家族支援事業

・精神科病院入院患者地域移行マッチング事業

・精神障がい者アウトリーチ推進事業

障害保健福祉圏域数（H３１年
４月時点）

7 か所

市町村数（H３１年４月時点） 59 市町村

人口（H３１年４月時点） 1,848,618 人

精神科病院の数（H３１年４月時
点）

34 病院

精神科病床数（H３１年４月時
点）

6,796 床

入院精神障害者数 合計 4,900 人

（H２８年６月時点） ３か月未満（％：構成割
合）

923 人

18.8 ％

３か月以上１年未満 677 人
（％：構成割合） 13.8 ％

１年以上（％：構成割
合）

3,300 人

67.3 ％

うち６５歳未満 2,107 人

うち６５歳以上 2,793 人

退院率（H２８年６月時点）

入院後３か月時点 61.0 ％

入院後６か月時点 82.0 ％

入院後１年時点 88.4 ％

相談支援事業所数
基幹相談支援センター

数
10 か所

（H３０年４月時点） 一般相談支援事業所数 45 か所
特定相談支援事業所数 144 か所

保健所数（H３１年４月時点） 9 か所
（自立支援）協議会の開催頻度
（H30年度）

（自立支援）協議会の開
催頻度

2 回／年

精神領域に関する議論
を

行う部会の有無
有

精神障害にも対応した地域包括ケ
アシステムの構築に向けた保健・
医療・福祉関係者による協議の場
の設置状況（H３１年１月時点）

都道府県 有 1 か所

障害保健福
祉圏域

有 7 ／ 7 
か所／障害
圏域数

市町村 有 22 ／ 59 
か所／市町

村数
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

福島県

福島県では、精神障がい者が住み慣れた地域のよりよい環境で自分らしく生
活することができるよう、病院や相談支援事業所等、地域の関係者とのネッ
トワーク強化を目指しています。

１ 精神障がい者地域移行・地域定着推進事業（2-2、2-3）
・精神障がい者地域移行・地域定着促進検討会
・精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進会議
・精神障がい者地域移行・地域定着圏域ネットワーク強化研修
・精神障害者理解促進研修会

２ 精神障がい者ピアサポーター活動支援事業
・ピアサポータースキルアップ研修
・ピアサポーター活動支援研修
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

福島県

３ 精神科訪問看護人材育成支援事業
・精神科訪問看護基本療養費算定要件研修会
・精神科訪問看護レベルアップ研修会
・精神科訪問看護コンサルテーション事業

４ 精神障がい者の家族支援事業
・精神障害者家族会学習会（家族教室）
・精神障がい者家族相談研修会
・精神障がい者スポーツ・レクリエーション等教室

５ 精神科病院入院患者地域移行マッチング事業

６ 精神障がい者アウトリーチ推進事業
・NPO法人相双に新しい精神医療体制をつくる会(なごみ)
・精神保健福祉センター（H30年度～）（２－４）
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精神科病院(入院）

地域で活躍

病院スタッフ

(多職種チーム）

自立支援協議会人材育成部会

福島県被災地における障害福祉サービス基盤整備事業 （アドバイザー派遣

事業）

障害児(者）療育等支援事業（相談支援アドバイザー）

基幹相談支援センター

相談支援専門員研修（養成・現任・専門コース別）

サービス管理責任者研修

障害者施設職員研修･基礎研修

精神保健福祉関係職員研修会

精神障がい者地域移行・地域定着分野別研修

精神障がい者地域生活移行理解促進基礎研修進基礎会

ピアサポーター活動支援事業

(ピアサポーター養成研修・同理解促進研修）

精神障がい者家族教室

精神障がい者家族相談員養成研修

各種職能団体主催研修

人材を育てる

薬物治療

リハビリテーション

心理教育

退院意欲の喚起

退院支援委員会

関係機関との連携

地域援助事業者

市町村

保健所 他

各種セミナー

広報

(教育）

市町村

サービス支給決定

指定特定相談支援事業者

サービス等利用計画作成

指定一般相談支援事業者

地域移行支援

介護保険事業者

介護保険関連相談

ピアサポーター

入院治療

地域から迎えに行く力地域に送り出す力

精神障がい者が安心して地域で暮らすために～福島県内の精神障がい者地域移行・地域定着を支える事業～

ピア

連携

保健医療福祉相談

市町村･中核市保健所

保健福祉事務所

相談支援事業所

精神保健福祉センター

地域定着支援

短期入所（ショートステイ）

精神科救急情報センター

障害年金

生活保護

自立支援医療

精神障害者保健福祉手帳

介護保険制度

成年後見制度

あんしんサポート

共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）

アパートの確保

居住サポート事業

あんしん賃貸住宅登録制度

アパートの確保

当事者会

地域活動支援センター

市町村デイケア

病院デイケア

地域家族会

病院家族会

障がい福祉サービス

生活介護

居宅支援(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ）
自立訓練

宿泊型自立訓練

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

就労相談

ハローワーク

障がい者就労・生活支援

センター

障害者職業センター

あんしんサポート

市町村デイケア

外来医療

デイケア

訪問看護

震災型アウトリーチ推進事業

保健所精神保健福祉法通報対応

安心のある生活の確保 住まいの確保 仲間と集う 自立を目指す

地域の医療･看護･支援

地域移行のための支援

偏見のない社

会をつくる

普及啓発

地域生活

計画づくり

目標設定・課題検討･課題解決

精神

医療

の適

正化

精神科病院転退院調整マッ

チング事業

ピアサポーター活用事業

県自立支援協議会

・運営委員会

・専門部会

地域生活支援部会

人材育成部会

就労支援部会

ワーキンググループ

精神障がい者地域移行・地

域定着検討会

・圏域連絡会

地域自立支援協議会

県計画

障害福祉計画

医療計画

実地指導

精神医療審査会
市町村計画

障害福祉計画

2-2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）
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対
象
者

事
業

令和元年度 みんなでつくるこころの地域包括ケアシステム構築推進事業 イメージ図

精神科医療機関
地域援助事業所・障がい福祉サービス事業所等

医療（訪問看護・デイケア等）
地域住民

⑥ピアサポーター活動支援
研修
【精神保健福祉センター】

・・・医療機関向けに、ピアサポーター
を退院促進に活用してもらうための
研修 《５ヶ所》

④精神障がい者理解
促進研修会 【保健福
祉事務所】
・・・各圏域で一般住民を

対象に行う研修会 《年１
回》

①精神障がい者地域移行・地域定着促進検討会 【委託】

・・・精神障害の地域移行・地域定着に係る県全体の検討の場。 《年３回開催》

③精神障がい者地域移行・地域定着圏域ネットワーク強化研修【保健福祉事務所】

・・・圏域毎の研修会。 《年２回》

⑦精神科訪問看護基本療養費算定要件
研修会 【補助】

・・・訪問看護ステーション向けの研修 《年１回》

⑧精神科訪問看護レベルアップ研修会【補助】
・・・精神科訪問看護従事者向け研修会 《年１回》

⑨精神科訪問看護ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ事業【委託】

・・・困難ケースの相談会 《月１回》

【新】②精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進会議 【障がい福祉課】

・・・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた県全体の会議 《年２回》

⑤ピアサポータースキルアップ研修 【委託】

・・・ピアサポーター向けのスキルアップ研修。 《３日間研修を１回》

2-3 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

⑩精神障がい者家族会学
習会（家族教室）【補助】

・・・家族の情報交換、交流
《県内６方部》

⑪精神障がい者家族相談
研修会 【補助】
・・・家族対象の精神保健福
祉に関する研修 《年１回》

⑫精神障がい者スポーツ・
レクリエーション 等教室
【補助】
・・・精神障がい者、家族、県
民の交流 《年１回》
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2-4 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

福島県
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 内 容

精神障がい
者自立生活
支援事業

地域生活移
行圏域連絡
会

【検討会】・・・実施主体は障がい福祉課（委託事業）
・開催回数：年３回。
・内容：各圏域の取組の共有、県全体の課題の共有
・参集者：各圏域から医療、福祉、行政など約30名

・各保健福祉事務所が設置する圏域連絡会において、地
域移行について協議する。

・圏域によっては、ワーキンググループを立ち上げていると
ころもある。

ピアサポー
ター活動支援
事業

・実施主体・・・障がい福祉課（委託事業）

・実施主体：精神保健福祉センター
・H26年度～ピアサポーターが活動するための登録制度と、
活動を支援する事業所向け研修を開始。

精神障がい
者アウトリー
チ推進事業

・2病院に委託し実施した。

・実施主体：障がい福祉課 （委託事業）
・活動範囲：相双地域
※H30～は精神保健福祉センターにおいて、アウトリーチ
推進事業を開始

理解促進基
礎研修

・実施主体：各保健福祉事務所

・内容：一般住民向けの精神障がい者の理解促進のため
の研修会。
※H23は、障害者自立支援対策臨時特例基金事業として、
GH入居に関する一般住民向け研修会を実施。

(特対事業)

（圏域連絡会）

（要綱遵守型）

（震災対応型）

（養成研修）

（体制整備）

(全体会) （検討会）

（理解促進基礎研修）

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

福島県
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○県、○市、〇区

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜平成30年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（H30年度当初）

実績値
（H30年度末）

具体的な成果・効果

①実態把握調査結果の状況確認と分析 障害福祉圏域
毎に分析

実施。 実態把握ができた。また、各圏域が地域包
括ケアシステム構築に関する取組状況を見
直す機会となった。

②多機関協議の場の設置状況 中核市に設置 ３つの中核市
の内、１中核
市で設置。

連携強化につながった。
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福島県

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
１．圏域連絡会の下部組織として、地域移行・定着に関する協議の場が各圏域にある。
２．県全体でも、各圏域の状況を共有し課題を検討する場や、人材育成の場がある。
３．課題の共有及び検討にとどまらず、実態把握調査や媒体作成など、検討会が主体となった実践的な取組ができている。

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（今年度当初）

目標値
（令和元年度末）

見込んでいる成果・効果

①地域移行ニーズ調査の実施 未実施 実施 実態に即した課題解決策を検討できる。

②多機関協議の場の設置状況 障害福祉圏域毎
に設置

中核市にも設置 連携強化。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

１．地域移行・定着に関する現
状分析が出来ていない。

実態把握調査を定期的に実施・分析し、
課題解決策について検討する。また、
今後の調査内容についても検討する。

行政 調査実施（総括）、他県の取り組み情報収集等

医療 調査への協力、解決策について協議

福祉 調査への協力、解決策について協議

その他関係機関・住民等 調査への協力、解決策について協議

２．医療と福祉の連携状況及
び人材・資源の状況が、圏域
によってばらつきがある。

アウトリーチ推進事業を通して多機関
ネットワーク型のアウトリーチチームを
つくることで、連携の強化及び資源不
足の補填を実施する。また、高齢分野
との連携の図り方についても検討する。

行政 ケースを通じた多機関協議の場の設定

医療 多機関協議への参加、訪問体制整備

福祉 多機関協議への参加、訪問支援

その他関係機関・住民等 多機関協議への参加
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福島県

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

R元年4月
～

R元年4月
～

R元年6月
～

R元年6月
～

R元年8月
～

圏域ごとのネットワーク
強化

アウトリーチ推進

ピアサポーター活動支援

精神障がいの理解促進

精神障がい者地域移
行・地域定着促進検討
会

●地域移行・地域定着圏域ネットワーク強化研修により、圏域ごとの
地域移行・定着推進体制を強化する。(各保健福祉事務所)

●アウトリーチ推進事業により、ケースを通じた多機関連携の場をつく
る。（精神保健福祉センター、なごみ（委託）、各保健福祉事務所）

●ピアサポーター活動支援研修やピアサポーター活動支援体制整備
事業、ピアサポータースキルアップ研修等を通して、ピアサポーター活
動の場の増加を目指す。（精神保健福祉センター,NPO法人アイ・キャ
ンへ委託）

●各圏域で地域住民を対象とした研修会を実施。（各保健福祉事務
所）

●３障がい一体の地域包括ケアシステムについて検討。また、地域移
行ニーズ調査の実施。（ふくしまこころのネットワークへ委託）
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